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◆特例措置の内容 

 新型コロナの影響により事業所が休業し、従業員の

報酬が著しく下がった場合に、健康保険・厚生年金保

険の標準報酬月額の等級を、通常の随時改定（４か月

目に改定）によらず、翌月から改定可能とする特例措

置が講じられています。 

 この特例措置による等級の引下げは給付額等に影響

することから、改定を受けるにあたっては従業員の書

面による同意が必要となっています。 

 

◆令和４年 12 月で特例措置が終了 

 11 月 29 日、この特例措置を令和４年 12 月で終

了する通達が出されました。終了後の標準報酬月額の

改定および決定については、「健康保険法及び厚生年

金保険法における標準報酬月額の定時決定及び随時改

定の取扱いについて」（昭和 36 年１月 26 日付け厚

生省保険局長通知）等に基づき取り扱われることとな

ります。 

 

◆令和４年 10～12 月の間で特例措置による改定を

受ける場合の手続方法 

 改定を受ける場合は、事業主が、「被保険者報酬月

額変更届（特例改定用）」に申立書を添えて、急減月

が生じた後、速やかに管轄の年金事務所へ提出しま

す。 

 受付期間は、令和４年 10 月または同年 11 月を急

減月とする届出が令和４年 10 月 31 日から令和５年

１月末まで、また令和４年 12 月を急減月とする届出

が令和４年 12 月 26 日から令和５年２月末までとさ

れています。 

 なお、本特例措置の届出および申立書の内容が事実

であることを確認できる書類については、事業所調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等により後日確認する場合があるので、届出日から２

年間は保存を要します。 

【厚生労働省「令和４年 12 月に新型コロナウイルス感染症の

影響による休業に伴い報酬が急減した者等についての健康保険

及び厚生年金保険の標準報酬月額の保険者算定の特例の延長並

びに特例措置の終了について（令和４年 11 月 29 日年管管発

1129 第２号・年年発 1129 第１号）」】 

https://www.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T221201T0030.pdf 

【日本年金機構「新型コロナウイルス感染症の影響に伴う休業

で著しく報酬が下がった場合における、健康保険・厚生年金保

険料の標準報酬月額の特例改定の期間が延長されることになり

ました」】 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2022/202210/20221011.html 

 
 

 

◆業務改善助成金（通常コース）とは 

中小企業・小規模事業者等が事業場内で最も低い賃

金（事業場内最低賃金）を 30 円以上引き上げ、設備

投資等を行った場合に、その投資費用の一部が助成さ

れる制度です。令和４年 12 月に改定され、活用の幅

が広がっています。 

 

◆改定のポイント 

１ 助成上限額の引上げ⇒事業場規模 30 人未満の事

業者について、助成上限額を引上げ 

 

新型コロナ関連 標準報酬月額に関する特

例措置が終了します 

「業務改善助成金（通常コース）」が 

改定されました 
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２ 助成対象経費の拡大⇒特例事業者の助成対象経費

を拡充 

特例事業者のうち、次の①または②に該当する

と、下記の経費も助成対象となります。 

① 売上高や生産量などの事業活動を示す指標の直

近３か月間の月平均値が前年、前々年または３年

前の同じ月に比べて、15％以上減少している事

業者 

② 原材料費の高騰など社会的・経済的環境の変化

等の外的要因により、申請前３か月間のうち任意

の１か月の利益率が３％ポイント以上低下してい

る事業者 

【生産性向上に資する設備投資】 

・定員７人以上または車両本体価格 200 万円以

下の乗用自動車や貨物自動車等 

・パソコン、スマホ、タブレット等の端末と周辺

機器の新規導入 

【関連する経費】 

・広告宣伝費、汎用事務機器、事務室の拡大、

机・椅子の増設など 

３ 対象事業場の拡大⇒助成対象を事業場規模 100

人以下とする要件を廃止 

４ 申請期限の延長⇒申請期限を令和５年３月 31 日

まで延長 

 

 業務改善助成金は、過去に活用した事業者も助成対

象になります。ただ、予算が限られていて、申請期限

内に募集が終了する場合があるので、注意が必要で

す。また細かい改定も多いので、最新の情報を入手す

るようにしましょう。 

 受給申請をご検討の際は、弊所にご相談ください。 

【厚生労働省｢業務改善助成金｣（通常コース）R4.12 改定リ

ーフレット】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/001021923.pdf 

 

 

 

◆「賃金引上げ等の実態に関する調査」 

 厚生労働省は、令和４年「賃金引上げ等の実態に関

する調査」の結果を公表しました。この調査は、全国

の民間企業における賃金の改定額、改定率、改定方法

などを明らかにすることを目的に、例年７月から８月

にかけて行われています。調査の対象は、常用労働者

100 人以上を雇用する会社組織の民営企業で、令和

４年は 3,646 社を抽出して調査を行い、2,020 社か

ら有効回答を得ています。 

 

◆賃金を引き上げる企業が 85.7％ 

 令和４年中における賃金改定の実施状況をみると、

１人平均賃金（注）を引き上げた・引き上げる企業の

割合は 85.7％（前年 80.7％）となり、３年ぶりの

増加となりました。産業別にみると、「学術研究、専

門・技術サービス業」が 95.7％、次いで「建設業」

が 95.4％と高くなっています。また、賃金の改定状

況をみると、１人平均賃金の改定額は 5,534 円（前

年 4,694 円）、１人平均賃金の改定率は 1.9％（同

1.6％）でした。 

(注)１人平均賃金とは、所定内賃金（諸手当等を含む

が、時間外・休日手当や深夜手当等の割増手当、慶

弔手当等の特別手当を含まない）の１か月１人当た

りの平均額をいいます。 

 

◆業績を踏まえつつ、労働力の確保を 

 調査では、賃金改定の決定時に重視した要素とし

て、「会社の業績」（40％）、次いで「労働力の確

保・定着」（11.9％）が挙げられています。業界

内・他企業の動向も踏まえつつ、賃上げ要請に対する

自社の戦略を立てていくことが必要となるでしょう。 

【厚生労働省「賃金引上げ等の実態に関する調査：結果の概

要」】 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/jittai/22/index.html 

 

 
 

厚生労働省は令和４年 11 月 28 日、賃金のデジタ

ル払い（資金移動業者の口座への賃金支払い）を可能

とする「労働基準法施行規則の一部を改正する省令」

を公布しました。 

給与の振込先が拡大されるのは 25 年ぶりで、企業

は、労使協定を締結したうえで労働者から同意を得れ

ば、厚生労働大臣の指定を受けた資金移動業者の口座

への資金移動による賃金支払い（賃金のデジタル払

い）ができるようになります。厚生労働省は同日、関

係通達も発出し、労働者への説明事項などを記載した

賃金のデジタル払いを可能にする改正省令

が公布 

賃金引上げ等の実態に関する調査結果が  

公表されました 
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同意書の様式例も提示しました。施行は令和５年４月

１日で、同日から資金移動業者の指定申請を受け付け

ます。 

 

◆指定資金移動業者の破綻時には保証機関により労働

者に口座残高の弁済が行われる 

改正省令では資金移動業者の指定要件について厳し

く定められており、賃金デジタル支払いはこれらの要

件に係る措置が講じられた資金移動業者の口座に限り

認められることとなっています。口座残高の上限を

100 万円とし、口座残高が 100 万円を超えた場

合、その日のうちに 100 万円以下にする仕組みが必

要です。また、指定資金移動業者の破綻時には、指定

資金移動業者と保証委託契約等を結んだ保証機関によ

り、労働者と保証機関との保証契約等に基づき、労働

者に口座残高の弁済が行われることとなっているた

め、破綻したときの全額返済に向け、保証機関と契約

しておく必要もあります。 

 

◆労働者の同意を得る際の留意事項 

企業が賃金のデジタル払いを実施するには、労働者

の同意が必要です。同意を得る際は、資金移動を希望

する賃金の範囲・金額や支払い開始希望時期、賃金移

動業者の破綻時に弁済を受けるための代替銀行口座な

どを確認する必要があります。その際に用いられる様

式例を通達の別紙で提示しています。 

【厚生労働省「労働基準法施行規則の一部を改正する省令」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001017141.pdf 

【厚生労働省「労働基準法施行規則の一部を改正する省令の公

布について」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001017089.pdf 

【厚生労働省「賃金の口座振込み等について」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001017090.pdf 

【厚生労働省「資金移動業者口座への賃金支払に関する同意書」】 

https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001017091.pdf 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

10 日 

○ 源泉徴収税額（※）・住民税特別徴収税額の納付 

［郵便局または銀行］ 

※ただし、６ヶ月ごとの納付の特例を受けている場合には、令和４

年 7 月から 12 月までの徴収分を 1 月 20 日までに納付 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］ 

31 日 

○ 法定調書＜源泉徴収票・報酬等支払調書・同合計表

＞の提出［税務署］ 

○ 給与支払報告書の提出＜１月１日現在のもの＞

［市区町村］ 

○ 固定資産税の償却資産に関する申告［市区町村］ 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第４期分

＞［郵便局または銀行］ 

○ 労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、10 月～

12 月分＞［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険料納付＜延納第 3 期分＞ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 固定資産税に係る住宅用地の申告［市区町村］ 

本年最初の給料の支払を受ける日の前日まで 

○ 給与所得者の扶養控除等（異動）申告書の提出［給

与の支払者（所轄税務署）］ 

○ 本年分所得税源泉徴収簿の書換え［給与の支払者］ 

 

 
 

新年あけましておめでとうございます。 

２０２３年が兎のごとく軽やかに跳躍できる年にな

りますようお祈り申し上げます。 

今月も最後までお読みくださり、ありがとうございま

した。本年もよろしくお願いいたします。（R.O） 

 

1 月の労務と税務の手続 

［提出先・納付先］ 

～編集後記～ 
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【四十不惑】 

「四十不惑（しじゅうふわく）」という言葉があり

ます。意味を調べてみると、以下の通りでした。 

「人は、四十歳になると、自分の生きてきた道に

自信を持ち、あれこれ迷わなくなるということ。」 

先日 40 歳になりました。 

あれこれ迷うことばかりです（汗）。 

ですが、お客様とお話をする時に迷ってばかりは

いられません。そのためにも、日頃の知識集積や人

とお話をする機会を大切にして過ごしていきたいと

思います。 

他方で、考え方が凝り固まってもいけないと思っ

ています。幸い自分の周りには、色々なことを気付

かせてくださる方たちがいます。 

今朝も大学時代の友人から 40 歳到達を祝うメッ

セージをもらいました。（途中からサッカー日本代表

の勝利を祝うメッセージが混ざっていましたが 

笑）このような人たちを大切にしながら、楽しく

40 代を過ごしていきたいと思います。 

にしぐち（2022-12-05） 

 

【202３年に向けて】 

昨年は事務所内で数名コロナの陽性がわかりうろ

たえることがあり、インテックスに出展することも

あり、そして 12 月には新しい職員を迎えることが

ありました。 

私個人としては刺激的な 1 年だったように思いま

すが、皆が大きな病気をすることもなく元気に過ご

すことが出来たようにも思います。 

 

今年は採用に関するセミナーを開催し、皆様に少

しでも参考に頂ける情報をお届け出来そうです。 

その他顧問税理士さんの事務所と弊所と合同でセ

ミナーを開催する予定でおります。 

こちら側がただ話す場だけではなく、お客様同士

の交流・情報交換が出来る場をご提供出来ればと思

っております。 

最後になりましたが、皆様本年もどうぞよろしく

お願い致します。 

おぎの（2022-12-23） 

 

【人材求む！】 

弊所はお陰様で、多くの方からお声掛け頂き、社

労士事務所として多くの方のお役に立つことがで

きてい（ると思ってい）ます。 

これも、職員さんがしっかりと日々自らの持ち場

を守って、力を発揮して頂けていることにあると

感じています。 

 

そこで、皆様のお声にしっかりとお応えできるよ

うに、現在新たな『人財』の採用を考えて行動し

ています。 

きちんとしたお仕事をご提供するためにも、一人

の業務量はある程度制限する必要もあります。 

弊所では、ただ人が入れば良いというものではな

く、ご入職なさった方に、うちの方針もきちんと

ご理解頂けるようにかなり時間も労力も掛けて教

育をしていっています。 

 

先日、お客様との会話でこんなお話しが出てきま

した。「『ジンザイ』って言葉、『人”財”』って漢

字を使うことを最近よく目にしますね。」 

「なんかこれって、人を『お金』みたいに考えて

んのかなぁと、ちょっと引っかかるんですよね

～。」 ・・・なるほど。 

一般的な意図としては「会社の宝物、財産です」

というポジティブな表現だと何の疑いも無かった

のですが、そう捉えることもできるかぁ・・・と

考えさせられた一場面でした。 

おおたけ（2022-12-29） 

スタッフブログより 


